
Ⅰ 趣旨 

Ⅳ 推進体制 Ⅴ 京都府における具体的支援策（主なもの） 

 

支援施策 具体的な支援内容 実施状況 

・工賃向上を目指す相談・助言事業 製品の品質向上や販売戦略等に係る総合的な相談・助言 ★平成２７年度 新規 

・農福連携の推進 モデル事業の好事例をもとに個別支援を行う ★平成２７年度 新規 

 

 

支援施策 具体的な支援内容 実施状況 

・コーディネート機能の強化 ブロック圏域ごとに新製品開発・販促・共同受注の推進 ★平成２７年度 新規 

 

 

支援施策 具体的な支援内容 実施状況 

・障害者就労活動支援システム構築事業 「障害者働き支援ネット（仮称）」の整備 ★平成２７年度 実施 

・官公需の発注・販売促進 ほっとはあと製品販売スペースの新たな確保 今年度調達方針及び目標値を設定して取り組む 

 

 

 

京都府工賃向上計画（第２期）（概要版） 
                  
   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

Ⅱ 現状・課題 

 

 

計画策定の背景・経緯 

 

計画の期間 

 

計画の対象となる事業所 

 

計画の推進 

 

Ⅲ 目標工賃と基本的視点 

●目標工賃                    （月額）             （時間額）   ●基本的視点 

サービス種別 H２７ H２８ H29 H２７ H２８ H29 

就労継続支援A型事業所 61,870 64,000 66,770 770 800 830 

就労継続支援B型事業所 18,000 19,000 20,000 260 270 280 

生活介護事業所 8,575 8,670 8,746 136 140 144 

●目標工賃の設定に係る考え方 

 就労継続支援B型事業所の目標工賃については、府政運営の指針である「明日の京都」の中間計画により、 

平成30年度に21,000円とする目標工賃を設定しているため、平成29年度の目標工賃を20,000円に設 

定し、その他の事業所等の目標工賃については、個々の事業所等の目標工賃額を積み上げた額を基本として決 

定する。 

 

平成30年度に21,000円とする目標工賃を設定しているため、平成29年度の目標工賃を20,000円に設 

定し、その他の事業所等の目標工賃については、個々の事業所等の目標工賃額を積み上げた額を基本として決 

定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都府工賃向上計画検討会議 

 

官民一体となった取組の推進 

 

社会（企業等）側へのはたらきかけ 

 

事業所等への支援策 

 

 

（平成２６年度工賃実績） 

●事業所データ（計画策定事業所数／事業所数） 

 ・就労継続支援Ｂ型事業所  ２１８／２２２ 

 ・就労継続支援Ａ型事業所     ８／４３ 

 ・生活介護事業所       ３３／２４０ 

 ・地域活動支援センター    データなし 

合 計      ２５９／５０５ 

●就労継続支援B型事業所の推移状況     （単位：件、人） 

 H24 H25 H26 

事業所数 194 205 222 

事業所定員数 4,134 4,618 4,862 

 

 

●工賃実績（月額平均）の推移                                  （単位：円） 

 平成18年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

府平均工賃月額 12,999 14,864 15,498 15,395 15,668 

府平均工賃時間額   190 197 201 

対前年度比   約104％ 約99％ 約101％ 

●事業所利用者数の推移と平成２６年度工賃実績の増加割合           （対平成２６年度比）（単位：円） 

 平成23年度 平成24年度 平成26年度 増加率（Ｈ23） 増加率（Ｈ25） 

工賃支払総額 638,193,724 804,362,069 843,531,360 約32.1％ 約5.3％ 

定員 3,903 4,618 4,862 約24.5％ 約5.7％ 

延人数 42,934 52,247 53,835 約25.3％ 約3.4％ 

   新設事業所の増加、また各事業所定員及び延人数の増加が、平均工賃月額の伸び悩みに影響していることが課題。 

 

京都府内福祉事業所の現況 

 

● 平成２７年度～平成２９年度（３ヵ年） 

 

 

 

● 就労継続支援Ｂ型事業所 

 

※ 就労継続支援Ａ型事業所、生活介護事業

所、地域活動支援事業所のうち、「工賃向上

計画を作成し、積極的な工賃向上に向けた取

組を行っており、工賃の向上に意欲を持って

取組む事業所は本計画の対象とする。 

 

● 京都府工賃向上計画検討会議等において 

各年度における府の取組状況や工賃実績等

について評価・検証を行い、適宜内容の見直

し等を行いながら推進する。 

 障害がある人が、就労を通じて自立した地域

生活や社会参加の実現を目指し、引き続き工賃

向上のための継続的な取組を推進し、本府にお

ける工賃のより一層の向上を図るため、「京都

府工賃向上計画（第２期）」を策定する。 

 学識者・事業所・企業関係者・経営コンサルタント等からなる「京都府工賃

向上計画検討会議」において、工賃向上計画の策定・見直し、京都府における

取組、各年度の進捗状況の評価等の検討を行う。 

 平成７年に府内の事業所等と京都府、京都市が協力して設立した「京都ほっ

とはあとセンター」が中心となり、事業所、社会（企業等）、行政が一体的に

工賃向上のための取組を推進する。 

※ このため京都府は、健康福祉部、商工労働観光部等がコーディネート機能 

の強化のため、連携して取組みに努めていく。 

 

行政側の直接支援 

 

障害のある方の地域での豊かな暮らしを実現する 

事業所等の力を底上げする 

企業的経営手法を導入する 

共同化を推進する 

地域連携を強化する（企業・市町村・地域ブロックとの連携）

４ 
社会の理解を深める 


